育児・介護休業規定
第１章　総　　則

第１条（目　　的）

　この規定は，社員はじめすべての従業員の育児・介護休業及び育児・介護期間における勤務時間の特例等に関する取扱いについて定めたものである。

第２条（解雇の制限等）

　会社は，従業員がこの規定に定める育児・介護休業等の申出をし又は育児・介護休業等をしたことを理由として，その従業員について解雇その他不利益な取扱いをすることはない。

第３条（育児・介護休業中の月例給与及び勤続年数の取扱い）

　育児・介護休業の期間については，基本給及び諸手当をはじめすべての月例給与を支給しない。

②　月例給与項目のすべてが月額で，もしくはその一部が月額で決定されている従業員が，給与計算期間の中途から育児・介護休業を開始し又はその休業を終了した場合の休業期間及び，子の看護休暇を取得した日については，月額で決定されている各給与項目の額から休業日数に応じた額の給与を控除する。

③　特別徴収の住民税については、毎月末日までに何らかの方法で会社に納付しなければならない。
4 社員に対する賞与については、各期ごとの賞与計算対象期間内における実勤務期間の割合に応じて支給する。

5 育児・介護休業の期間は，社員に対して，退職金額の算定基礎となる勤続年数には含めない。

第４条（復職後の取扱い）

　育児・介護休業終了後復職したときには，原則としてその休業直前の部署及び職務に就くものとする。ただし，本人の希望があって会社が認めた場合及び会社の業務上のやむを得ない都合によりその部署に配属しあるいはその職務に就かせることが不可能な場合には，部署及び職務の変更を行うことがある。

②　復職後の賃金の構成・額等賃金に関する取扱いは，育児・介護休業開始時と同様とする。ただし，原則として育児休業中に実施される定期昇給たる給与の改訂については適用しない。

第５条（年次有給休暇の取扱い）

　年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては，育児・介護休業をした日は出勤したものとみなす。

第６条（法令との関係）

　育児・介護休業，子の看護休暇及び育児・介護期間等に係る勤務時間の特例に関して，この規定に定めのない事項については，育児・介護休業法その他関係法令の定めるところによる。

第２章　育児休業及び育児短時間勤務

第７条（育児休業の対象者）

　育児休業を取ることのできる者は，満１歳に満たない子と同居し養育する従業員であって，育児のために休業しその後復職することを希望する者とする。この場合，子とは当該従業員と法律上の親子関係にある子を指し，実子，養子を問わない。

②　前項にかかわらず，次の従業員は育児休業を取ることができない。

　(1)　継続雇用期間１年未満の有期雇用者

　(2)　子が１歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれない有期雇用者，又は子が２歳に達する日までに雇用契約期間が終了し，更新されないことが申出時点においてすでに明らかである有期雇用者

　(3)　日々雇用される者

　(4)　会社と従業員代表との間で締結された育児・介護休業等に関する協定（以下，「育児・介護協定」という）により，育児休業の対象から除外することとされた次の従業員

　　(イ)　入社１年未満の有期雇用者以外の者

　　(ロ)　配偶者（育児休業に係る子の法律上の親である者に限る。また，内縁関係にある子の親を含む）が常態として当該子を養育することのできる者（職業に就いていない者であること，労働基準法に定める産前産後休暇の期間中でない者であること，心身の状態が申出に係る子の養育をすることができる者であること及び申出に係る子と同居している者であることのすべてを満たす配偶者をいう。以下同じ）

　　(ハ)　育児休業申出があった日から起算して１年以内（第16条第４項に定める休業期間の延長の場合は，６カ月以内）に雇用関係の終了することが明らかな者

　　(ニ)　１週間の所定労働日数が２日以下である者

第８条（育児休業申出の手続）

　育児休業を希望する者は，原則として育児休業開始予定日の１カ月前までに，所定の育児休業申出書を所属部長を経て会社宛提出することにより申し出なければならない。

②　育児休業中の有期雇用者が，雇用契約を更新する際引き続き休業を希望する場合には，再度その旨を申し出なければならない。

第９条（育児休業の開始日）

　育児休業の開始日は，原則として前条により申し出た育児休業開始予定日とする。

②　育児休業開始予定日が申出の日の翌日から起算して１カ月に満たない場合には，会社は業務の都合及び申出者の事情を考慮の上，その申出の日の翌日から起算して１カ月を経過する日までの間で，育児休業を開始する日を指定する。

③　育児休業の申出をする日前に，次の各号の一に該当する特別な事由が発生した場合には，会社はその申出があった日の翌日から１週間を経過する日までの間で，育児休業を開始する日を指定する。

　(1)　出産予定日前に子が出生した場合

　(2)　育児休業申出に係る子の親である配偶者が死亡した場合

　(3)　前号の配偶者が負傷又は疾病により，前号の子を養育することが困難になった場合

　(4)　第２号の配偶者が同号の子と同居しなくなった場合

第10条（出生の届出）

　育児休業申出後に申出に係る子が出生したときには，出生後１週間以内に所定の出生届を所属部長を経て会社へ提出しなければならない。

第11条（育児休業開始予定日の変更）

　従業員は，第９条第３項各号に定める特別の事由が生じた場合には，あらかじめ申し出た育児休業開始予定日を１回に限り繰上げ変更することができる。この場合の育児休業開始日は同項本文に準じて会社が指定する。

第12条（育児休業開始日変更の申出）

　従業員が，前条による育児休業開始予定日の変更を申し出る場合には，所定の変更届を所属部長を経て会社宛提出することによって行わなければならない。この場合，会社は変更申出をすることとなった事由に係る事実を証明する書類の提出を求めることができる。

第13条（育児休業終了予定日の変更）

　育児休業申出をした従業員は，その申出において休業終了予定日とされた日の１カ月前の日までに，所属部長を経て会社へ申し出ることによって，１回に限りその終了予定日を繰下げ変更することができる。

②　前項の他，第16条第４項に基づく延長休業期間の場合は、子が満１歳に到達した日以降最初に迎える４月１日から１年の期間中において，当初育児休業を終了しようとしていた日の２週間前までに，所属長を経て会社に申し出ることによって，１回に限り終了予定日を繰り下げ変更することができる。
第14条（育児休業開始予定日の指定の方法）

　会社が育児休業開始予定日を指定する場合には，本人の申出により育児休業開始予定日とされた日まで，あるいは申出があった日の翌日から起算して３日を経過する日までの，いずれか短いほうの日までに書面をもって申出者に交付する。

第15条（育児休業申出の撤回等）

　育児休業申出をした従業員は，その申出に係る休業開始予定日（第９条第２項，第３項及び第11条に該当する場合はその指定された日）の前日まではその休業申出を撤回することができる。

②　前項により育児休業申出を撤回した従業員は，その休業申出に係る子については，第９条第３項に定める特別の事情がある場合を除き再び育児休業を申し出ることはできない。ただし，第16条第４項に基づく休業の申出をすることはできる。
③　育児休業の申出がなされた後，休業開始予定日とされた日の前日までに次の各号の一に該当する事由が生じたときには，その育児休業申出はなされなかったものとみなす。この場合，その申出者は所属部長を経て会社へその事由が生じ申出を撤回する旨を，遅滞なく書面で通知しなければならない。

　(1)　育児休業申出に係る子の死亡

　(2)　育児休業申出に係る子が養子である場合における離縁又は養子縁組の取消し

　(3)　育児休業申出に係る子が他の者の養子となったこと，その他の事情により，その休業申出をした従業員とそれに係る子とが同居しないこととなったこと

　(4)　育児休業申出をした従業員が，負傷，疾病又は精神もしくは身体の障害により，その休業申出に係る子が満１歳に達するまでの間，その子を養育することができない状態になったこと

第16条（育児休業期間とその延長申出）

　育児休業を申し出た従業員がその休業をすることのできる期間（以下，｢育児休業期間｣という）は，育児休業開始予定日又はその指定日から休業終了予定日とされた日あるいは変更後の終了予定日までの間とする。

②　次の各号の一に該当する事情が生じた場合には，育児休業期間は前項の規定にかかわらず，その事情が生じた日（第３号の場合にはその前日）に終了する。

　(1)　育児休業終了予定日とされた日の前日までに，前条第３項各号の一に該当する事由が発生し，その休業申出に係る子を養育しないこととなったこと

　(2)　育児休業終了予定日とされた日の前日までに，その申出に係る子が満１歳に達したこと

　(3)　育児休業終了予定日とされた日までに，その休業申出をした従業員が労働基準法に定める産前産後の休業を開始し，介護休業あるいは新たな育児休業を開始したこと

③　前項により育児休業期間が終了する場合の会社への届出は，前条第３項本文後段に準ずる。

④　子が満１歳に到達した時点において，夫婦のいずれかが育児休業をしている場合であって次のいずれかに該当する場合には，さらに６カ月を上限として，休業期間の延長を申し出ることができる。ただし，その申出によって実際に休業する者は，第７条に定める育児休業の対象者の要件を満たしている者でなければならない。その申出は，子の１歳の誕生日の２週間前までに，所定の用紙にその事実を証明する書類を添付して行わなければならない。

　(1)　その子の保育所への入所を希望しているにもかかわらず，なお入所できない場合

　(2)　満１歳到達日以後の期間についてその子を常態として養育する予定であった配偶者が，次のいずれかに該当することとなった場合

　　(イ)　 死亡したこと

　　(ロ)　 負傷・疾病又は精神もしくは身体の障害により養育することが困難になったこと

　　(ハ)　 次の子の産前産後休業期間に該当することとなったこと

　　(ニ)　 婚姻の解消その他の事情によりその子と同居しなくなったこと

第17条（育児短時間勤務の制度）

　従業員が，就業しながら満１歳に満たない子（第７条第１項に定める子に限る）と同居し養育することを希望し，会社に申し出た場合には，次のとおり所定就業時間を短縮する。ただし，１日の所定労働時間が６時間を超え８時間未満の者については，その所定労働時間から６時間を控除した時間について短縮し（その場合の始業・終業時刻は，個別に決定する），所定労働時間が６時間以下の短時間勤務従業員については適用しない。

　(1)　始業時刻…………１時間繰り下げる。

　(2)　終業時刻…………１時間繰り上げる。

　(3)　休憩時間…………変更せず。

②　前項のほか，申出者が女性従業員である場合には，育児時間を30分ずつ１日２回（１日の所定労働時間が４時間以下である者の場合は１回），別途請求することができる。

③　第１項の定めにかかわらず，次の従業員は育児短時間勤務を申し出ることができない。

　(1)　日々雇用される者

　(2)　育児・介護協定により，育児短時間勤務の対象から除外することとされた次の従業　　　　員

　　(イ)　継続雇用期間１年未満の者

　　(ロ)　配偶者（育児短時間勤務申出に係る子の法律上の親である者に限る。また，内縁関係にある子の親を含む）が常態として当該子を養育することのできる者

　　(ハ)　１週間の所定労働日数が２日以下である者

④　満１歳から３歳に達するまでの子（第７条第１項に定める子に限る）と同居し養育する従業員から会社に申出があった場合には，その者に所定労働時間を超えて労働させることはない。

⑤　第１項及び前項の適用を受けることを希望する者は，育児休業の申出書に準じてその申出をしなければならない。

⑥　この制度の適用を受ける者の短縮された時間に対応する賃金は支給しない。

⑦　賞与は，短縮された時間の合計を日数に換算し（１日未満は切り捨てる）その日数に相当する額を控除する。

第18条（育児を行う従業員に対する時間外労働の制限）

　育児（小学校就学の始期に達するまでの子の養育をいう）を行う従業員から請求があった場合には，事業の正常な運営を妨げる場合を除き，その者に対して１カ月につき24時間，１年につき150時間を超えて法定労働時間外労働をさせることはない。ただし，継続雇用期間が１年に満たない者，１週間の所定労働日数が２日以下の者及び配偶者（内縁関係にある子の親を含む）が常態として子を養育できる者については，これを請求することができない。

②　前項の請求は，１カ月以上１年以内の期間について，その開始日及び終了日を明らかにして，制限開始予定日の１カ月前までに所定の用紙により，所属長を経由して会社宛行わなければならない。なお，この請求は，請求要件が消滅するまで何回でも行うことができる。

第19条（深夜勤務の制限）

　次に掲げる者以外の従業員が，小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために請求した場合には，事業の正常な運営を妨げる場合を除き，午後10時から午前５時までの深夜に勤務させることはない。

　(1)　継続雇用期間１年未満の者

　(2)　日々雇用される者

　(3)　１週間の所定労働日数が２日以下である者

　(4)　所定労働時間の全部が深夜である者

　(5)　深夜においてその子を常態として保育することができる同居の家族がいる者

②　前項の請求は，１回につき１カ月以上６カ月以内の期間とし請求回数には制限を設けない。ただし，この請求は，開始及び終了の日を明らかにして開始予定日の１カ月前までに所定の用紙で行わなければならない。

第20条（子の看護休暇）

　小学校就学前の子を養育する者から，子の傷病看護のための休暇申出（休暇当日も可）があった場合には，これを与える。ただし，次の者については，労使協定を締結して適用を除外する。

　(1)　継続雇用期間６カ月未満の者

　(2)　１週間の所定労働日数が２日以下の者

②　休暇日数は，子の数にかかわらず１年につき５日を限度とする。

3 この休暇は無給とする。

第３章　介護休業及び介護短時間勤務

第21条（介護休業の対象者）

　介護休業をすることのできる者は，要介護状態（負傷，疾病又は身体上もしくは精神上の障害により，２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態）にある対象家族を介護する者とする。

②　前項の対象家族の範囲は，次のとおりとする。

　(1)　配偶者（内縁関係を含む）

　(2)　父母及び子

　(3)　本人が同居しかつ扶養している祖父母，兄弟姉妹，孫

　(4)　配偶者の父母

③　第１項にかかわらず，次の従業員は介護休業をすることができない。

　(1)　継続雇用期間１年未満の有期雇用者

　(2)　介護休業開始予定日から起算して93日を超える雇用の継続が見込まれない者及び，93日経過日から１年経過する日までに契約期間が満了し更新されないことが休業申出時点において明らかな者

(3) 日々雇用される者

(4)　育児・介護協定により，介護休業の対象から除外することとされた次の従業員

　　(イ)　入社１年未満の有期雇用者以外の者

　　(ロ)　介護休業申出があった日の翌日から起算して93日以内に雇用関係の終了することが明らかな者

　　(ハ)　１週間の所定労働日数が２日以下である者

第22条（介護休業申出）

　介護休業を希望する者は，原則として介護休業開始予定日の２週間前までに所定の介護休業申出書を所属部長を経て会社宛提出することにより申し出なければならない。なお，この場合，申出に係る対象家族が要介護状態にあることを証明する書類を添付するものとする。

②　介護休業は，対象家族１人について，要介護状態に至るごとに１回，通算93日を限度として申し出ることができる。ただし，次のような特別な事情がある場合には，通算93日の限度内において，同一要介護状態についても１回を超えて介護休業を申し出ることができる。

　(1)　新たな介護休業の開始により前の介護休業期間が終了した場合であって，新たな介護休業に係る対象家族が死亡しあるいは離婚，婚姻の解消，離縁等により対象家族と労働者との関係が消滅したために，前の対象家族に係る介護休業を再開する場合

　(2)　産前産後又は育児休業の開始により介護休業が終了した場合であって，産前産後休業又は育児休業に係る子が死亡しあるいは他の養子となったために本人と同居しなくなったことにより，前の対象家族に係る介護休業を再開する場合

第23条（介護休業の開始日）

　介護休業の開始日は，原則として前条第１項により申し出た介護休業開始予定日とする。

②　介護休業開始予定日が申出の日の翌日から起算して２週間に満たない場合には，会社は，業務の都合及び申出者の事情を考慮の上，休業開始予定日からその申出の日の翌日から起算して２週間を経過する日までの間で，介護休業を開始する日を指定する。ただし，この場合には，会社は申出があった日の翌日から３日を経過する日までの間に文書を交付して行う。

第24条（介護休業終了予定日の変更）

　介護休業終了予定日は１回に限り繰下げ変更し，介護休業期間を延長することができる。ただし，この場合であっても，介護休業期間は，対象家族１人につき合計93日を限度とする。

②　前項により繰下げ変更をする場合には，当初予定していた介護休業終了日の２週間前までに，所定の用紙で申し出なければならない。

第25条（介護休業申出の撤回等）

　介護休業申出をした従業員は，その申出に係る介護休業開始予定日（第23条第２項ただし書に該当する場合はその指定された日）の前日まではその申出を撤回することができる。

②　前項により介護休業申出を撤回した従業員は，その休業申出に係る対象家族の同一の介護状態については，１回に限り再度の介護休業を申し出ることができる。

③　介護休業の申出がなされた後，休業開始予定日とされた日の前日までに次の各号の一に該当する事由が生じ，その対象家族を介護しないこととなった場合には，介護休業申出はなされなかったものとみなす。この場合，その申出者は所属部長を経て会社へその事由が生じ申出を撤回する旨を，遅滞なく書面で通知しなければならない。

　(1)　対象家族の死亡

　(2)　離婚，婚姻の取消し，離縁等による対象家族との親族関係の消滅

　(3)　介護休業申出をした従業員が負傷，疾病又は精神もしくは身体の障害により，その対象家族を介護することができない状態になったこと

第26条（介護休業期間の終了）

　介護休業を申し出た従業員がその休業をすることのできる期間は，介護休業開始予定日，又はその指定日から休業終了予定日とされた日，あるいは変更後の終了予定日までの間とする。

②　次の各号の一に該当する事情が生じた場合には，介護休業期間は前項の規定にかかわらずその事情が生じた日（第２号の場合にはその前日）に終了する。

　(1)　その休業申出に係る対象家族を介護しないこととなったこと

　(2)　介護休業をしている従業員が，産前産後休暇，育児休業，又は新たな介護休業を開始したこと

③　前項により介護休業期間が終了する場合の会社への届出は，前条第３項本文後段に準ずる。

第27条（介護短時間勤務の制度）

　従業員が，要介護状態にある対象家族について，就業しながら介護することを希望し，会社に申し出た場合には，所定就業時間を次のとおり短縮する。ただし，この制度の適用を受けることができる期間の限度は，対象家族ごとに，介護休業期間と合算して合計93日間とし，１日の所定労働時間が６時間を超え８時間未満の者については，その所定労働時間から６時間を控除した時間について短縮し（その場合の始業・終業時刻は，個別に決定する），所定労働時間が６時間以下の短時間労働者については適用しない。

　(1)　始業時刻…………１時間繰り下げる。

　(2)　終業時刻…………１時間繰り上げる。

　(3)　休憩時間…………変更せず。

②　前項にかかわらず，次の従業員は介護短時間勤務を申し出ることができない。

　(1)　日々雇用される者

　(2)　育児・介護協定により，介護短時間勤務の対象から除外することとされた次の従業員

　　(イ)　継続雇用期間１年未満の者

　　(ロ)　１週間の所定労働日数が２日以下である者

③　第１項の適用を受けることを希望する者は，介護休業の申出に準じて，所定の用紙により，その申出をしなければならない。

④　この制度の適用を受ける者の短縮された時間に対応する月例給与は支給しない。

⑤　賞与は，短縮された時間の合計を日数に換算し（１日未満は切り捨てる）その日数に相当する額を控除する。

第28条（介護を行う従業員に対する時間外労働の制限）

　介護（要介護状態にある家族の介護をいう）を行う従業員から請求があった場合には，事業の正常な運営を妨げる場合を除き，その者に対して１カ月につき24時間，１年につき150時間を超えて法定労働時間外労働をさせることはない。ただし，雇用期間が１年に満たない者，１週間の所定労働日数が２日以下の者については，これを請求することができない。

②　前項の請求は，１カ月以上１年以内の期間について，その開始日及び終了日を明らかにして，制限開始予定日の１カ月前までに所定の用紙により，所属長を経由して会社宛行わなければならない。なお，この請求は，請求事由が消滅するまで何回でも行うことができる。

第29条（深夜勤務の制限）

　次に掲げる者以外の従業員であって，要介護状態にある対象家族を介護する者がその対象家族を介護するために請求した場合には，事業の正常な運営を妨げる場合を除き，午後10時から午前５時までの深夜に勤務させることはない。

　　(1)　継続雇用期間１年未満の者

　　(2)　日々雇用される者

　　(3)　１週間の所定労働日数が２日以下である者

　　(4)　所定労働時間の全部が深夜である者

　　(5)　深夜においてその対象家族を常態として介護することができる同居の家族等がいる者

②　前項の請求は，１回につき１カ月以上６カ月以内の期間とし，請求回数には制限を設けない。ただし，この請求は，開始及び終了の日を明らかにして開始予定日の１カ月前までに所定の用紙で行わなければならない。

第30条（介護休業期間中の社会保険料の取扱い）

　介護休業期間中の社会保険料個人負担分については，毎月末日までに何らかの方法で会社に支払わなければならない。

第４章　付　　則

第31条（施　　行）

　この規定は，平成〇年〇月〇日から施行する。

第32条（改　　廃）

　この規定は，平成〇年〇月〇日から改正施行する。
























































































